
施策評価シート
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柱を構成する主要事務事業

数値目標は設定しないが、団体
等の活動に対して、相談や情報
提供を行う。
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施策等名称 多文化共生・国際交流推進団体への支援
体系番号 0704010103
主管課 地域創生課

①

現状と課題

◦ 茅野市においても国際化が進み、多くの外国籍市民が生活しています。また、国際交流の機会も広がり、地域と世界の関
わりは、日常的なこととなっています。
◦ こうした国際化の流れに的確に対応するためには、関連団体との連携や支援を行うことで、外国籍市民の自立に向けた
新たな支援を含む多文化共生のまちづくりを推進するとともに、国際化に対応できる人材の育成が必要です。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

国・県などの関係機関と連携を図り、多文化共生社会の実現や国際交流推進のため活動する団体等に情報や活動の場を
提供します。
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指標の説明（単位）

主管課

2

2022年度目標値
2027年度目標値

地域創生課

多文化共生のまちづくりや国際交流活動を推進するため、ＮＰＯ法人や民間団体等の国際交流活動を支援します。

名
称

関係機関との連携・協働の推進 地域創生課

外国籍市民の抱える課題を解決するため、国・県及び関係団体等と連携し課題解決に努めるとともに、関係団体等への情報提供
に努めます。
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２　指標等の推移と変動要因

施策等名称 多文化共生・国際交流推進団体への支援
体系番号 0704010103
主管課 地域創生課

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値 実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度

- - -

1 1 100.00 100.00 - - -

施策 関係団体等と連携した、多文化共生・国際
交流推進のための講座等開催数

0 1 1

1 100.00 100.00 - - -

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、講習会は実施できなかった。

柱1 関係団体等と連携した、多文化共生・国際
交流推進のための講座等開催数

0 1 1 - - -

1

変
動
要
因
等

2018年度 多文化共生推進員と連携し、外国籍市民とその関係者を対象とした生活情報講座を開催した。

2019年度
諏訪地方の外国人を取り巻く現状について状況を把握するため、茅野警察署職員の方を講師に招き、多文化共生推進員を対象とした
講習会を開催した。

2020年度 新型コロナウイルス感染症の影響もあり、講習会は実施できなかった。

2021年度 新型コロナウイルス感染症の影響もあり、講習会は実施できなかった。

2022年度

- - - - - -

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、講習会は実施できなかった。

柱1
国際交流団体等への情報提供

- - - - - -

2

変
動
要
因
等

2018年度 多文化共生推進員と連携し、外国籍市民とその関係者を対象とした生活情報講座を開催した。

2019年度
諏訪地方の外国人を取り巻く現状について状況を把握するため、茅野警察署職員の方を講師に招き、多文化共生推進員を対象とした
講習会を開催した。

2020年度 新型コロナウイルス感染症の影響もあり、講習会は実施できなかった。

2021年度 新型コロナウイルス感染症の影響もあり、講習会は実施できなかった。

2022年度

1 100.00 100.00 - - -

数値目標は設定していないが、多文化共生推進員に国県の取組や支援について情報提供した。また、ＮＰＯ法人茅野国際クラブの活
動に対し相談を受けている。

柱2 関係団体等と連携した、多文化共生・国際
交流推進のための講座等開催数
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2018年度
数値目標は設定していないが、多文化共生推進員に国県の取組や支援について情報提供した。また、ＮＰＯ法人茅野国際クラブの活
動に対し相談を受けている。

2019年度
数値目標は設定していないが、多文化共生推進員及びＮＰＯ法人茅野国際クラブに国県等の取組や補助金などについて情報提供し
た。

2020年度
数値目標は設定していないが、多文化共生推進員に国県の取組や支援について情報提供した。また、ＮＰＯ法人茅野国際クラブの活
動に対し相談を受けている。

2021年度
数値目標は設定していないが、多文化共生推進員に国県の取組や支援について情報提供した。また、ＮＰＯ法人茅野国際クラブの活
動に対し相談を受けている。

2022年度

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、講習会は実施できなかった。

変
動
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因
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2018年度 多文化共生推進員と連携し、外国籍市民とその関係者を対象とした生活情報講座を開催した。

2019年度
諏訪地方の外国人を取り巻く現状について状況を把握するため、茅野警察署職員の方を講師に招き、多文化共生推進員を対象とした
講習会を開催した。

2020年度 新型コロナウイルス感染症の影響もあり、講習会は実施できなかった。

2021年度 新型コロナウイルス感染症の影響もあり、講習会は実施できなかった。

2022年度



2.13

2.13

R4より日本語教室を市
の主催事業としたため

0.22

0.22

施策等名称 多文化共生・国際交流推進団体への支援
体系番号 0704010103
主管課 地域創生課

３　評価・改革改善 （単位：円）

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比） 2022年　（前年度比）

投
資
額

事業費(円)

うち一財(円)

進捗評価 おおむね順調 おおむね順調 やや遅れている やや遅れている

0.97

0.97

東京オリンピックと実施
時期が重なり、航空チ
ケットの入手困難が予想
されたことから、ロングモ
ント市・茅野市ホームス
テイ交流事業を中止した
ため。

3,573,903

3,573,903

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

1,453,184

1,453,184

3,253,504

3,253,504

0.91

0.91

701,199

701,199

683,657

683,657

やや遅れている

理　由

・令和4年度は講座を開
催できなかった。
・多文化共生推進員やＮ
ＰＯ法人茅野国際クラブ
に対し、多文化共生や国
際交流に関する国県の
支援策や助成金につい
て情報提供した。

・新型コロナウイルス感
染症の影響で引き続き
講座等の開催を実施で
きない状況である。

・令和3年度は講座を開
催できなかった。
・多文化共生推進員やＮ
ＰＯ法人茅野国際クラブ
に対し、多文化共生や国
際交流に関する国県の
支援策や助成金につい
て情報提供した。

外国籍市民が長く日本
で生活していくために
は、日本の習慣や法律
を学ぶ必要がある。その
ため、情報提供の場とし
て講座を開催する。

外国籍市民が長く日本
で生活していくために
は、日本の習慣や法律
を学ぶ必要がある。ま
た、相談員は、外国籍市
民を取り巻く現状を把握
し、情報の収集に努める
必要があるため、重要と
思われる事項について、
講座や講習会等を開催
する。

外国籍市民が長く日本
で生活していくために
は、日本の習慣や法律
を学ぶ必要がある。その
ため、情報提供の場とし
て講座を開催する。

・多文化共生推進員や
国際交流団体との連携
や情報共有を深める中
で、感染症の収束後に
安全に事業を再開でき
る時期を見極めたい。

1

1

・新型コロナウイルス感
染症の影響で引き続き
講座等の開催を実施で
きない状況である。

・多文化共生推進員や
国際交流団体との連携
や情報共有を深める中
で、感染症の収束後に
安全に事業を再開でき
る時期を見極めたい。
・ロングモント・茅野市
ホームステイ交流事業
については、オンライン
による交流が可能か国
際交流団体と検討する。

1 1

外国籍市民が長く日本
で生活していくために
は、日本の習慣や法律
を学ぶ必要がある。その
ため、情報提供の場とし
て講座を開催する。

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

・多文化共生推進員と連
携し、外国籍市民やその
関係者を対象に生活情
報講座を開催した。
・多文化共生推進員やＮ
ＰＯ法人茅野国際クラブ
に対し、多文化共生や国
際交流に関する国県の
支援策や助成金につい
て情報提供した。

・諏訪地方の外国人を取
り巻く現状について状況
を把握するため、多文化
共生推進員を対象とした
講習会を開催した。
・多文化共生推進員やＮ
ＰＯ法人茅野国際クラブ
に対し、多文化共生や国
際交流に関する国県の
支援策や助成金につい
て情報提供した。

・令和２年度は講座を開
催できなかった。
・多文化共生推進員やＮ
ＰＯ法人茅野国際クラブ
に対し、多文化共生や国
際交流に関する国県の
支援策や助成金につい
て情報提供した。

課
題

・生活情報講座の開催
にあたり、内容や周知方
法の検討が必要である。

・多文化共生や国際交
流を推進するために、現
状を把握し、その時の状
況に合わせた講座や講
習会等を計画する必要
がある。

・新型コロナウイルス感
染症の影響で講座の開
催や交流を実施できな
い状況である。

重点化する
施策の柱

1 1 1 1

重点
事務事業

1

・多文化共生推進員や
国際交流団体との連携
や情報共有を深める中
で、感染症の収束後に
安全に事業を再開でき
る時期を見極めたい。

1

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

・生活情報講座の開催
にあたり、内容や周知方
法について検討する。

・生活情報講座の開催
に替えて、諏訪地方の
外国人を取り巻く現状に
ついて状況を把握する
ため、多文化共生推進
員を対象とした講習会を
開催した。

外国籍市民が長く日本
で生活していくために
は、日本の習慣や法律
を学ぶ必要がある。その
ため、情報提供の場とし
て講座を開催する。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化


